事業損失概論

事業損失　公共事業の施行により発生する騒音、振動、日照障害等により第三者に与える非利益、損失又は損害　原則とした　第三者に対する起業地以外の損失

収用損失　公共事業の施行に必要な土地の取得又は使用に伴い直接生ずる経済的損失

　原則として土地所有者、関係人に対する起業地内の損失

国民の権利意識の高揚　保護すべき法益、受忍限度に関する考えが時代とともに変化

公害が公共事業の施行により発生したときは事業損失

公共工事の施行　事業の計画から管理にいたるすべての段階

事業施行中又は事業施工後における日陰、臭気、騒音、水質汚濁等により生ずる損害等が社会生活上受任すべき範囲をこえるものである場合には、別途、損害保証の請求が認められることもあるので、これらの損害等の発生が確実に予見されるような場合には、あらかじめこれらについいて賠償することは差し支えない　　　不法行為による損害賠償についての一種の事前賠償論

事業損失認定要件

1.公共事業の施行に起因し、公共事業の施行と発生した損害等の間に因果関係があること

2.損害が社会生活上、受忍すべき範囲を超えると認められるものであるもの

3.工事完了の日から1年を経過する日までに損害等の申し出

因果関係　一定の先行事業と一定の後行事行との間に必然的な関係が存在する。前者がなかったら後者が生じなかったであろうという関係をいう

受忍の限度　通常一般人が社会生活上耐えなければならない範囲

1.被害の性質と程度　2.侵害行為の態様と程度　3.事業の公共性　4.被害防止対策の技術的経済的可能性　5.公共的基準遵守の有無　6.地域性　7.差止めによる被害者の損害　8.先後関係等を総合的に比較検討

民法724条 損害賠償にかかる消滅時効について、損害を知りたる時より3年と定められてる

公共事業の実施に当たっては、工法上の検討など損害を未然に防止し、又は軽減する措置を講じてすること、すなわち違法性がないことが前提であり、善良な管理者としての注意義務を欠く故意、過失又は錯誤等明らかに不法行為とみなされるもの、及び発注者の責めに帰すべき理由によらないで、工事請負者の工事施行に伴い生じた損害や、工事請負者が善良な管理者としての注意義務を怠ったことにより生じた損害等は事業損失から除外される

事前調査の結果、著しい損害の発生が予見されるときは、あらかじめ計画と工法の再検討を行い、損害等の発生の未然防止を図る。障害等の発生が避けられない場合は、障害等の発生の範囲、影響項目、損害等の程度を最小限に押さえる計画と工法のあり方について検討する

因果関係の判定

1.損害等の発生申し出があった場合は、直に損害の発生の有無を確認する

2.損害の発生の申出があった場合は、その原因の確認を行う

3.因果関係の証明は起業者が行う

4.因果関係の判定に当たって必要に応じて専門家への依頼も考慮する

受忍限度の判断基準が定型化されていないもの

被侵害利益の性質と侵害の重要性、損害等の原因となる施設の公共性、地域性、周辺環境、先住性、その他の事業を総合的に勘案しながら判断する

補償の時期は　一般的には被害の発生後である　損害の発生及び程度が過去の類似の事例又は専門家の結果から確実に予見される場合は事前に補償できる

